『水質汚濁防止法』の概要
戦後、鉱工業の飛躍的な拡大に伴ない、河川や湾の水質汚濁が進行してきました。
１９６０年頃、富山県神通川上流の神岡鉱山の廃水に含まれていたカドミウムにより発生したイタイイタイ病、熊本県水俣湾に隣接する工場の廃水に含まれていたメチル水銀により発生した水俣病等、全国各地で人の健康に大きな被害を与える公害が発生しました。このような状況を背景に、公害対策の基本法として１９６７年に「公害対策基本法」が制定され、１９７０年に「水質汚濁防止法」が制定されました。その後、有害物質を含んだ汚水の地下浸透を規制する改正が行われています。

水質汚濁防止法は、工場及び事業場から公共用水域に排出される水の排出及び地下に浸透する汚水を規制すること、生活排水対策の実施を推進することにより、公共用水域及び地下水の水質汚濁の防止を図り、国民の健康を保護するとともに生活環境の保全を図ることを目的としています。並びに、工場及び事業場から排出される汚水及び廃液で人の健康にかかわる被害が生じた場合に、事業者の賠償責任について定めることにより被害者の保護を図ることを目的としています。

公共用水域とは、河川、湖沼、港湾、公共の溝渠（こうきょ）、かんがい用の水路、その他の公共用水路をいいます。公共用下水道や流域下水道は除きます。

この法律の適用を受ける事業場は、特定施設があり公共用水域に排水（雨水も）を排出する事業場、有害物質を製造・使用・処理する特定施設から汚水を地下に浸透させる事業場、貯油施設を設置する事業場から事故などにより油を含んだ水を排出する事業場です。公共下水道に接続していても、雨水を公共用水域に排出している場合も該当します。
「特定施設」とは、指定された有害物質を含む汚水や廃液を排出する施設、その他生活環境に被害を生ずる恐れがある汚水や廃液を排出する施設で、製造業、鉱業のほか、畜産農業、旅館業、洗たく業等広範囲にわたって政令で指定されています。

適用を受ける事業場は、次のことを行う義務があります。

① 特定施設についての届出
特定施設を設置する時、及び施設に関する構造等を変更する時は、事前に特定施設変更届出書を花巻市生活環境課に届け出なければなりません。
また、設置届や変更届が市に受理されてから原則６０日以降でなければ、その設置や変更を行う事はできません。

　なお、届出者や事業所名、住所などの届出内容に変更が生じた場合は、変更後３０日以内に氏名等変更届出書を届け出なければなりません。
② 測定及び記録

特定施設から公共用水域に排出する排出水、地下に汚水を浸透させる地下浸透水の汚染状態を測定し、測定結果を保存しなければなりません。
③ 排水基準の遵守
適用される排水基準を遵守しなければなりません。排水基準には、国が定める全国一律の基準と都道府県が条例で定める上乗せ基準があります。

・ 全国一律の基準

人の健康にかかわる項目として、排出水に含まれるアルキル水銀やＰＣＢ、カドミウムなどの有害物質（２４物質）の含有量の基準があります。

生活環境にかかわる項目として、排出水のｐＨやＢＯＤ、ＣＯＤなどの基準があり、一日平均排出量が５０m3（トン）以上の事業場に適用されます。

・ 都道府県の条例による上乗せ基準

都道府県の条例により、区域を指定して全国一律の基準よりも厳しい許容限度とする基準が定められています。

④ 事故時の届出

特定施設の破損その他の事故が発生して、有害物質または油の含んだ水が公共用水域に排出される場合、または地下に浸透した場合は、応急処置を講じるとともに花巻市生活環境課に届けなければなりません。

特定事業場から有害物質が地下に浸透し、人の健康に被害が生じた場合、または恐れがあると認められた場合、特定事業場の設置者は、花巻市長より地下水浄化の命令を受けることがあります。

また、排水口での排水基準違反、計画変更命令違反などに対しては、故意あるいは過失を問わず直ちに罰則が課せられます。

有害物質の排出または地下への浸透により、人の生命や健康を害した場合は、事業者は無過失であっても損害を賠償する責任（無過失賠償責任）を負わなければなりません。

